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                                    監修 北海道大学教授 宮脇 淳 

日本経済:政府経済見通し 

(資料)内閣府「2021 年度政府経済見通し」より作成。 

2020 年 12 月に閣議決定された 2021 年度政府経済見通しでは、2020 年度が新型コロ

ナウィルス感染拡大による経済社会活動自粛の影響により、前年比実質 5.2%の大幅なマ

イナス成長となった後、2021 年度では同 4%成長と回復するシナリオとなっている。 

2021 年度経済は、①緩和的財政金融政策の継続性、②初期ワクチンの世界的及び国内

的接種効果、③バイデン米国新政権の政策展開と国際政治・経済の動向、④2020 東京オ

リンピックの開催の行方、⑤新たな生活様式による産業構図の変化など、様々な不確実

なリスク要因を抱えている。政府経済見通しは、2021 年度政府予算を中心に国が展開を

予定している政策効果が期待通りに発揮された場合の成長率を表しており、民間研究機

関等の 2021 年度経済見通しでは、実質成長率が名目・実質共に前年比 3%台前半の見方

が多く、政府経済見通しに比べて慎重な見方が多勢となっている。とくに、政府経済見

通しが民間消費と民間設備投資の牽引に期待するのに対して、民間研究機関では所得・

消費環境に対して厳しい見方が強く、また企業収益の悪化から設備投資も慎重な姿勢と

なることを見込んでいる。 

 

 

 

日本の消費活動が停滞感を強めている。賃金が引き続き抑制的な動向にあり、とくに

所定外賃金が前年比減少となっているなどを反映し、所得の伸びが失われていることか

ら、消費活動が停滞感を強めている。昨年 3-5 月にかけて消費が大きく落ち込んでいる

 


